
令和３年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

消防・防災体制の
充実

防災意識の高揚と防災力の向上 1 総合防災訓練事業

2 地域防災士育成事業

3 佐野市防災士連絡会支援事業

4 自主防災組織育成事業

5 町会消火設備設置支援事業

6 佐野市女性防火クラブ支援事業

7 佐野市幼年少年少女防火委員会運営事業



年 月
年度

５

１

１

２

防災関係機関や事業所、自主防災会等の参
加協力を得て、総合的な防災対策等を図るた
めの訓練を実施し、併せて市民の防災に関す
る意識の高揚を図る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 0 5,502 0

事業費計（A) 千円 0 3,153 0

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・災害時の支援体制を整備する。
・防災に対する自助・共助の意識を高め、普段
からの備えをしてもらう。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

避難場所を知っている市民の
割合

％ 68.1 69.1 67.6 67.9

事務事業マネジメントシート

事務事業名 総合防災訓練事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12280 一般 9 1 4 総合防災訓練事業

事業
計画

単年度のみ
事業
期間

隔年開催
根拠
法令

条例等
・佐野市地域防災計画

262 5,236
トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 8,655 0 262 5,236

人
件
費

正規職員従事人数 人 4 1 4
のべ業務時間 時間 1,440 72 1,440

工事請負費 972

機械等借上料 30

業務委託料 1,620

傷害保険料 36

印刷製本費 27

食糧費 48

消耗品費 420

0 0
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 3,153 0 0

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

技術向上が図られた団体 団体 - - （中止） （中止）

・市民
・防災関係機関

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・防災活動の向上を目指すとともに、市民の防
災意識の向上を図る。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民 人 119,348 - 117,706 116,982

防災関係機関 団体 (55) - （中止） （中止）

来場者 人 - - （中止） （中止）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

参加関係機関 団体 (55) - （中止） （中止）

令和３年度は、栃木県と共催による総合防災訓練を開催予定で第３回全体会議まで開催したが、新
型コロナウイルス感染による緊急事態宣言の発出により中止とした（予算は皆減）。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 講座・教室・イベント等開催事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 防災意識の高揚と防災力の向上 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 行政経営部 担当課 危機管理課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 防災係 担当課長名 岩上　正

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5112



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

・総合的な訓練に必要な経費の計上であり、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

・防災訓練の実施により、市民の防災減災が図られるため、受益者負担を求める必要はない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

・防災訓練を通し、災害時の避難や防災資機材の使用がスムーズに行えることとなり、「安心して安
全に暮らせるまちづくり」に直結する。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

・災害時の市民の安全確保は行政の責務であるため、防災訓練を通じ応急対応の確認や、市民の防災意識の向上を行う必要があるた
め、定期的な訓練実施が必要である。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

・災害に対し普段から準備をし、災害時の減災を図ることは行政の責務である。

妥当である
理由・
改善案

・本事業の対象は、災害がいつどこで発生するかわからないことから、市民全てである。また、防災
訓練を通して、防災知識の啓発や防災意識の向上を図るため、対象と意図は整合されている。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

・より実践的な訓練の検討などにより、成果向上の余地がある。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

・平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、事業化した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

・阪神・淡路大震災後等を契機に特に地域防災力強化の重要性が確認されている。また、東日本大
震災を契機に、市民の自主防災に関する意識が高まっており、令和元年東日本台風によりさらに高
まっている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

・東日本大震災や令和元年東日本台風を契機に、より実践的な訓練を求める声が多い。

B表（事後評価シート）

事務事業名 総合防災訓練事業 担当部 行政経営部 担当課 危機管理課 担当係 防災係



年 月
年度

５

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5112

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 防災意識の高揚と防災力の向上 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 行政経営部 担当課 危機管理課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 防災係 担当課長名 岩上　正

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

資格取得者 人 10 18 16 6 4

・防災士資格取得者４名に対し、資格取得に要する費用（受講料・受験料・認証申請料）を補助。
・年度当初に、市内全町会長に対し申請書等の関係書類を配付するとともに、市ＨＰへの掲載を行
う。
・10月に自主防災組織役員とスキルアップ研修会を実施。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

人口 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982

町会数 町会 167 167 167 167 167

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

防災士が所属する町会数（累
計）

町会 16 33 44 46 49

市民
町会

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

自主防災組織（町会）の防災、減災意識の高
揚を図るとともに、日頃から防災士を中心とし
た各種訓練等を行う事により、自助、共助の意
識を高める。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 198 414 596 222 136
222 136

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

30

報償物資費 9 補助金 586 報償物資費 1 補助金 106

補助金 198 報償金 30 報償物資費 10 報償金 30 報償金

補助金 375 補助金 191

364 364
トータルコスト（A)＋（B) 千円 580 796 978 586 500

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 100 100 100 100 100

事務事業マネジメントシート

事務事業名 地域防災士育成事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12279 一般 9 1 4 地域防災士育成事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ２８年度～
根拠
法令

条例等

・佐野市地域防災計画
・佐野市地域防災士育成事業補助
金交付要綱

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・防災に対する自助・共助の意識を高め、普段
からの備えをしてもらう。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

自主防災組織町会数 町会 105 111 120 122 125

防災、減災に十分な意識・知識・技能を有する
防災士を増やすことにより、自主防災組織（町
会）等において避難訓練や初期消火訓練など
の中心的な役割を担い、地域住民の防災、減
災意識の向上を図る。また、定期的な講習会
を通して防災士自身のスキルアップに努め、各
町会や自主防災組織及び小中学校などで開
催される防災講話や防災訓練などにて、最新
の情報を市民へ伝える。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 382 382 382

事業費計（A) 千円 198 414 596

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 地域防災士育成事業 担当部 行政経営部 担当課 危機管理課 担当係 防災係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

H28年度から事業化したものであり、町会が中心となって活動している自主防災組織を更に活性化
し自助、共助の意識高揚と地域防災力の向上を図るため開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

東日本大震災以降、関東・東北豪雨や熊本地震など多くの大規模災害発生し、また、令和元年東日
本台風の襲来に伴う甚大な被害を経験し、改めて自分の身は自分で守ることに対する意識が高まっ
ており、今後も防災に関する関心は高まっていく。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

議会から、一般質問において防災士育成についての要望や令和元年東日本台風の災害を教訓に
改めて地域防災リーダーとして防災士のニーズが高まっている。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

資格取得者は町会長の推薦をいただき補助申請を行っており、該当町会は資格取得者の協力を得
て防災訓練を行う等、防災、減災の意識高揚を行う事は市の責務である。

妥当である
理由・
改善案

自治体が補助を行い防災士を増やすことは、地域の防災、減災に対する活動を補助することにつな
がるため妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

防災士の資格取得は、消防団や消防吏員に対する特例措置があるが資格取得者が少ない。今後
は、今まで以上に広くPR活動を行い、資格取得者を増やすことや防災士自身のスキルアップを通し
て、最新の情報を市民へ提供することが必要である。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

市内全町会に2名程度の防災士が配置できれば事業終了となる。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

防災士を増やし地域で防災、減災活動を行う事が安全で安心して暮らせるまちづくりに寄与する。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

町会に対して、資格取得者が不足しており事業費・人件費の更なる削減は不可能である。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

防災士資格取得者においては、資格取得後にボランティアとして自主防災組織（町会）において避
難訓練等での中心的な役割を担うことになることから、受益者負担を求める必要はない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×



年 月
年度

５

１

１

２

防災士の知識及び技能の習得や会員相互の
連携、地域の自主防災活動の活性化の支援
を目的として、平成30年7月に設立された佐野
市防災士連絡会の初動活動（４年間）を支援す
る。
令和３年度で補助金の交付を終了し、令和４
年度より運営等の支援を行っていく。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 0 115 114

事業費計（A) 千円 0 210 100

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・防災に対する自助・共助の意識を高め、普段
からの備えをしてもらう。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

自主防災組織町会数 町会 111 120 122 125

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野市防災士連絡会支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12284 一般 9 1 4 佐野市防災士連絡会支援事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

　　Ｈ３０年度～
根拠
法令

条例等

・佐野市地域防災計画
・佐野市地域防災士育成事業費
補助金交付要綱

109 109
トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 325 214 209 209

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 30 30 30 30

100補助金 210 補助金 100 補助金 100 補助金

100 100
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 210 100 100 100

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

連絡会の活動数 回 6 3 8 3

佐野市防災士連絡会
連絡会会員

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

地域の防災力向上に寄与する活動を活発化さ
せる

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

佐野市防災士連絡会 団体 1 1 1 1

連絡会会員 人 30 41 36 37

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

会議（総会・役員会）の開催数 回 2 2 3 2

・役員会　１回
・総会(書面開催）
・スキルアップ研修会
総合防災訓練や防災講演会の参加、視察研修等を予定していたがコロナ対策に伴い中止

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 防災意識の高揚と防災力の向上 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 行政経営部 担当課 危機管理課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 防災係 担当課長名 岩上　正

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5112



有
効
性
評
価

令和３年度で補助金の交付は終了するが、引き続き運営支援を行っ
ていく。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がある
理由・
改善案

設立から4年間の初動活動に対し補助金の交付を行ってきたが、令和3年度で補助金の交付は終了
となる。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

地域の自主防災活動を支援し、安全で安心なまちづくりに寄与している。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

事業のやり方改善（コスト
の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

防災士の知識及び技能の習得並びに会員相互の連携を図り、地域の自主防災活動の活性化を支
援し、減災活動を行う事が安全で安心して暮らせるまちづくりに寄与する。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

佐野市防災士連絡会の活動を支援するため、防災訓練や防災講話などに必要な資機材等が揃い、組織的に地域の自主防災活動の活
性化の支援が行える状態になれば終了することが出来る。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

防災士の知識及び技能を地域に還元することにより、市が推進する「安全で安心なまちづくり」に寄
与するものである。

妥当である
理由・
改善案

年々、防災士が増えていく中、個々の防災士の活動には限界があり、防災士連絡会をとおして、防災士の知識及び技
能の習得や会員相互の連携などを行い、会員相互の一体感、連帯感を持ち、組織的に地域の自主防災活動の活性化
を支援し、防災・減災の意識高揚を図るため、対象と意図は整合されている。

成果向上余地がない
理由・
改善案

防災士連絡会の活動を支援することで、今後の活動を活発させる一助となる。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成28年度から防災士を育成するため、補助制度を設けているが、年々、防災士が増えていく中、
個々の防災士の活動には限界があり、防災士連絡会をとおして、防災士の知識及び技能の習得や
会員相互の連携を図り、地域の防災力向上に組織的な支援が求められている。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

東日本大震災以降、関東・東北豪雨や熊本地震、そして令和元年東日本台風の襲来に伴う甚大な
被害を経験し、改めて自分の身は自分で守ることに対する意識が高まっており、今後も防災に関す
る関心は高まっていく。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

佐野市防災士連絡会より、組織として活動する上で会員相互の一体感、連帯感を醸成するため、ま
た、各町会や自主防災会において防災訓練や防災講話などを実施するために、資機材等が必要で
あるとの要望があった。

B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野市防災士連絡会支援事業 担当部 行政経営部 担当課 危機管理課 担当係 防災係



年 月
年度

５

１

１

２

・防災体制の強化に欠かせない地域防災力の
向上のためには「自分たちの地域は自分たち
で守る。」という意識の高揚を図ることが重要
であることから、地域住民（町会単位）で組織
する『自主防災組織』の設立、育成に努めると
ともに、防災訓練等を通じた防災知識の啓発
を図ることを目的とする。また、佐野市自主防
災組織連絡協議会をとおし、各地域の自主防
災組織と連携し、さらなる地域防災力の向上を
図る事業。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 5,495 6,075 6,066

事業費計（A) 千円 1,793 3,360 4,095

その他 千円 2,000 2,000

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・防災に対する自助・共助の意識を高め、普段
からの備えをしてもらう。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

自主防災組織町会数 町会 105 111 120 122 125

事務事業マネジメントシート

事務事業名 自主防災組織育成事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12271 一般 9 1 4 自主防災組織育成事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ７年度～
根拠
法令

条例等

・災害対策基本法
・佐野市地域防災計画

5,783 5,781
トータルコスト（A)＋（B) 千円 7,288 9,435 10,161 8,029 8,441

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 1,440 1,590 1,590 1,590 1,590

補助金 2,000

2,000

庁用器具費 1,083 補助金 2,000

庁用器具費 1,606 消耗品費 245 庁用器具費 1,580 補助金 1,800 補助金

212

消耗品費 181 報償物資費 2 消耗品費 485 庁用器具費 275 庁用器具費 448

報償物資費 6 報償金 30 報償金 30 消耗品費 171 消耗品費

2,246 2,660
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

1,800 2,000
一般財源 千円 1,093 820 1,530 226 330

県支出金 千円 700 540 565 220 330
地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

自主防災会組織町会率
（組織町会数／167町会）

％ 62.9 66.5 71.9 73.1 74.9

市民
全町会

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・自主防災組織の組織化を推進し、防災資機
材の整備、防災訓練等を実施することにより、
災害発生時に自主防災組織が被災者の救出
や初期消火活動の核として機能する。
・普段の防災意識を高めるとともに自助・共助
の意識を持つ。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

モデル地区指定町会数(単年度） 町会 8 6 9 2 3

自主防災会加入世帯数 世帯 31,510 36,546 38,395 39,871 41,141

自主防災会講話等 回 10 15 13 12 11

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

自主防災会訓練数 回 3 10 4 1 2

・自主防災組織モデル地区に３町会を指定し、防災資機材の貸与を行った。
・自主防災組織が独自に行う避難訓練や防災訓練の支援・協力を行った。
・自治総合センターのコミュニティ助成金を財源に自主防災組織へ補助金を交付し、１０組織に対して
防災資機材の整備を支援した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 防災意識の高揚と防災力の向上 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 行政経営部 担当課 危機管理課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 防災係 担当課長名 岩上　正

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5112



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

・モデル指定にあたり十分な説明や理解を得られるまでに相当な時間を要す。理解を得られない場
合、市に対し拒否反応を示す場合もある。従って現在の活動時間は必要最低限であり、削減の余地
はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

・自主防災組織を設立・育成することで組織が機能すれば有事の際は減災を図れることとなり、それは全市
民の安全確保に直結するものである。また、モデル地区に指定した時点で資機材の貸与は行っているが、基
本的に組織の運営等は各自主防災組織で行っているので、これ以上の受益者負担を求める必要はない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

・自主防災組織を育成し、防災訓練・避難訓練や防災資機材の使用を習熟させることにより、災害
時の避難や救助が円滑に行えることとなり、市民の安全性が高まり、「安心して安全に暮らせるまち
づくり」に直結する。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

・自主防災組織育成事業は、組織の設立だけでなく、防災訓練や資機材等の整備も含まれる。訓練（防災訓練・資機材の使用訓練）は繰
り返し行うことが重要であるため、終期設定はない。
・資機材の充実（追加整備の補助金）は、財団法人自治総合センターからの事業が廃止された場合等は、終了となる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

・災害に対し普段から準備をし、自主防災組織等を育成することによる災害時の減災を図ることは行
政の責務であり、民間等に委託することは妥当ではない。

妥当である
理由・
改善案

・事業の対象は自主防災組織の構成員（市民）および団体（町会）である。今後すべての団体を指定
し資機材の貸与を行い育成を図る計画であるため、対象と意図は整合されている。

成果向上余地がない
理由・
改善案

・東日本大震災以降、市民の防災意識が高まっているが、自主防災会の未組織町会に対し、粘り強
く立ち上げの要求を行うほかない。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

・平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、災害発生初期の迅速な対応と被害拡
大防止について、自主防災組織の育成が重要であるとし、平成７年から旧佐野市で事業化した。
（合併後も継続事業としている。）

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

・阪神・淡路大震災後は市民の自主防災に関する意識も高まりを見せたが、町会内でのコミュニティ
の希薄化が進むと同時に防災に関する意識も低下傾向であった。しかし、東日本大震災を契機に、
自主防災に関する意識が高まるとともに、令和元年東日本台風の襲来による甚大な被害を受け、改
めて、「自分の身は自分で守る」自助に関する意識が高まっている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

・平成２９年度に自主防災組織と行政との意見交換会などをとおし、防災資機材の充実（追加整備）
に対する要望があった。また、令和元年東日本台風を教訓を踏まえ、議会や市民から自主防災組
織の重要性について改めて多くの意見が寄せられた。

B表（事後評価シート）

事務事業名 自主防災組織育成事業 担当部 行政経営部 担当課 危機管理課 担当係 防災係



年 月
年度

５

１

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5112

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 防災意識の高揚と防災力の向上 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 行政経営部 担当課 危機管理課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 防災係 担当課長名 岩上　正

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

消火設備設置支援申請町会
数

町会 28 15 14 18 15

・申請のあった１５町会（泉町会、中町会、新吉水町南町会、閑馬上町会、長谷場町会、宮本町会、上
作原町会、船越北町会、中仙波町会、倭町町会、小屋町会、小見町会、山形町会、岩崎（葛生）町
会、若宮上町会）に対し、補助金を交付した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

自主防災組織町会数 町会 105 111 120 122 125

町会数 町会 167 167 167 167 167

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

消火設備設置支援申請に対
する整備率

％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

・町会
・市民

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・災害が発生した場合において、被害を最小限
にとどめるには初期消火や避難等の行動を行
うことが効果的であり、町会で設置する消火設
備の設置支援を行い、地域防災体制を確立さ
せる。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 1,471 750 649 744 742
744 742

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

742　補助金 1,471 　補助金 750 　補助金 649 　補助金 744 　補助金

5,237 5,236
トータルコスト（A)＋（B) 千円 6,966 6,252 6,143 5,981 5,978

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 1,440 1,440 1,440 1,440 1,440

事務事業マネジメントシート

事務事業名 町会消火設備設置支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12276 一般 9 1 4 町会消火設備設置支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ１８年度～
根拠
法令

条例等

・災害対策基本法
・佐野市町会消火設備設置補助金
交付要綱

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・防災に対する自助・共助の意識を高め、普段
からの備えをしてもらう。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

避難場所を知っている市民の
割合

％ 61.7 68.1 69.1 67.6 67.9

・地域の安全を図るため、消火設備（消火栓用
ホースや格納箱等）の設置に対する支援を行
う。
・佐野市消火設備設置補助金要綱に則り、予
算の範囲内で60,000円を上限とし設置費の１
／２を補助するもので、町会からの要望（申
請）に基づき審査の上、補助を行う。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 5,495 5,502 5,494

事業費計（A) 千円 1,471 750 649

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 町会消火設備設置支援事業 担当部 行政経営部 担当課 危機管理課 担当係 防災係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？ 災対策費の中に引き継いだものだが、平成１８年に「町会消火設備設置支援事業」として独立させ

た。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

・阪神淡路大震災や東日本大震災を教訓として、大規模災害発生時には「自分たちの地域は自分
たちで守る」という共助を、各町会（自主防災会）にお願いしている。
・消防本部や分署から遠い地区の町会、特に旧田沼、旧葛生地区の町会において要望が多い。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

・毎年、町会からの消火設備設置の要望が継続している。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

・消火設備設置の補助をすることによって町会の自主防災機能が充実し、災害時の減災を図ること
ができる。また、「災害」に対し、防災意識の啓発や平時からの準備を促すことは行政の責務であ
る。

妥当である
理由・
改善案

・本事業は、災害発生時に伴う火災等が「いつ・どこで」発生するかわからないことから、市民を含め
町会全体が対象であり、意図や対象は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

・町会からの要望が多い中で、限られた予算範囲内において事業を遂行しており、向上の余地はな
い。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

・災害時の市民の安全確保は「災害対策基本法」による行政の責務であり、消火設備設置は火災発生時の初期消火を可能にするため、
地域防災体制 の確立に不可欠であるため休止・廃止は不可能である。
・消火設備は対応年数も限られており、ホース等は定期的に買い替えを行っているため終期の設定はできない。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

・各町会ごとに消火設備の充実を図ることで、火災や災害発生時に初期消火がスムーズに行え、市
民の安全性が高まるため、「安心して安全に暮らせるまちづくり」の政策体系に直結するものであ
る。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

・補助申請が毎年数多く提出されて取りまとめに時間を要しているが、本事業の目的から、手続きや
内容を変えることができないため削減余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

・町会で管理している消火設備であり、全町会、全市民が対象の事業であることから、今以上の受
益者負担を求める必要はなく、適正である。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×



年 月
年度

５

１

１

２

　佐野市女性防火クラブに団体活動支援とし
て、補助金を交付している。

　市内３１支部、4，677人で構成し、家庭にお
ける火災予防の普及啓発及び防火思想の向
上を図り、より安全でより良い地域社会の実現
に資することを目的としている団体である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

防災に対する自助、共助の意識を高め、普段
からの備えをしてもらう。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野市女性防火クラブ支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12027 一般 9 1 1 佐野市女性防火クラブ支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

人件費計（B) 千円 916 917 916 873 873
トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,456 1,457 1,456 1,413 1,413

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 240 240 240 240 240

540補助金 540 補助金 540 補助金 540 補助金 540 補助金

事業費計（A) 千円 540 540 540 540 540
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 540 540 540 540 540

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

講習会等 回 13 12 8 1 9

佐野市女性防火クラブ員

（支援対象団体）
佐野市女性防火クラブ

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①防火・防災意識の高揚
②初期消火技術の向上
③AED取扱い等救急技術の向上

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

佐野市女性防火クラブ員 人 4,677 4,677 4,677 4,677 4,677

理事会 回 4 4 2 1 1

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

普及活動 回 3 3 - - 3

（市の活動）
　佐野市女性防火クラブに補助金の支出、年4回の理事会、年1回の総会の参加を予定していたが、新型コロナウイルス
感染症の影響により、理事会は１回のみ開催、総会は年1回の開催となった。
（佐野市女性防火クラブの活動）
　年４回の理事会、年１回の総会、消火競技会への参加、年３回の火災予防街頭啓発活動、消防団出初め式への参加を
予定していたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、理事会は１回のみ、総会は開催、火災予防街頭啓発活動は
３回、消火競技会及び出初式は中止となった。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 防災意識の高揚と防災力の向上 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 消防本部 担当課 予防課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 指導係 担当課長名 桂野　透　

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 3 30 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5112



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　女性防火クラブは地域密着型のボランティア団体であり、必要経費以外の削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　市民の安全を確保し、災害による被害を軽減するための啓発活動であるため、受益者負担を求め
る必要がない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　各家庭における火災の減少を図るため、防災意識の高揚並びに初期消火技術の向上等を目的
に、旧佐野市、田沼町、葛生町でそれぞれクラブが結成され事業が開始される。その後、平成１７年
２月の市町村合併により、佐野市女性防火クラブが結成される。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

  地域によっては過疎化によりクラブ員の高齢化が目立ち、幹部のみの活動となっている支部もあ
り、活動内容に格差がある。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

 町会組織中の女性部が廃止又は休止となる地域があることから、兼務していた女性防火クラブ員
の選出が難しく、活動休止となりうる町会もある。

結びついている
理由・
改善案

　市民の防火に対する意識を高めるため、防火に関する講習会等の開催や住宅用火災警報器の啓
発活動等に努めている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　地域密着型の組織であるため、市民の防災・減災・防火意識向上には非常に有効であることから、予算編成及び人事管理の推進が継
続される限り事業は継続する。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　女性の観点から家庭における火災予防の普及徹底並びに防火思想の向上を図るための活動団
体は、他に類を見ないため。

妥当である
理由・
改善案

　３１支部、４６７７人のクラブ員による地域密着型の組織であり、複雑多様化した現代においては、
市民の防火意識向上には非常に有効であり、市民のニーズに合致しているものと考える。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　防火意識の高揚並びに災害発生時に迅速かつ適切な初期活動ができるようになっている。

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野市女性防火クラブ支援事業 担当部 消防本部 担当課 予防課 担当係 指導係



年 月
年度

５

１

１

２

　幼年消防クラブは市内の保育園、幼稚園19
園、1，907名、少年少女消防クラブは市内の
小学校12校534名で構成され、幼少期の段階
で防火防災教育を行い、正しい知識を身につ
けさせることを目的とした活動を行っている。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

防災に対する自助、共助の意識を高め,普段
からの備えをしてもらう。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野市幼年少年少女防火委員会
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12028 一般 9 1 1 佐野市幼年少年少女防火委員会運営事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

人件費計（B) 千円 1,374 1,376 1,373 1,309 1,309
トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,574 1,480 1,529 1,455 1,404

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 360 360 360 360 360

16

傷害保険料 2 傷害保険料 1 傷害保険料 1

印刷製本費 17 印刷製本費 15 印刷製本費

75

食料費 4 食料費 4 印刷製本費 15 食料費 3

補助金 200 消耗品費 81 消耗品費 136 消耗品費 131 消耗品費

事業費計（A) 千円 200 104 156 146 95
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 200 104 156 146 95

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

講習会等 回 23 23 23 - 22

①佐野市幼年消防クラブ員
②佐野市少年少女消防クラブ員

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

防火防災意識の高揚

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

佐野市幼年消防クラブ員 人 2,170 2,161 2,045 1,974 1,907
佐野市少年少女消防クラブ員 人 594 371 463 398 534

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

普及活動 回 12 12 12 6 12

花火教室、起震車体験、火災予防街頭広報（11月のみ実施）
出初め式参加は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から中止

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 防災意識の高揚と防災力の向上 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 消防本部 担当課 予防課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 指導係 担当課長名 桂野　透

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 3 10 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5112



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

防火・防災活動の普及に際し、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

地域住民の防火意識の向上などの育成事業が主となるため、受益者負担を求める必要がない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

幼少期における火に対する正しい知識や技術を教育し、生命と暮らしを守ることの大切さと規律や
防火マナー等身につけさせる教育を行い、将来の地域防災の担い手となる人材育成と地域に社会
貢献できる子供の育成を目的に開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

幼年消防クラブ、少年少女消防クラブにおいては、毎年全クラブ員が総代わりするため、同じ内容の
教育等を行わなければならず、毎年一定数の人員が必要になっている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

幼年消防クラブ、少年少女消防クラブに対し多くの問合せがあり、現在までに退会したクラブもな
い。また、クラブ員の保護者からは一定の評価がある。

結びついている
理由・
改善案

火災予防の街頭広報や街頭行進、防災訓練等に積極的に参加することにより、防火・防災意識の
向上につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

事業廃止となれば、防火意識の低下につながり、火災等が発生した場合の被害拡大が危惧されることから、予算編成及び人事管理の推
進が継続される限り事業は継続する。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

幼少期における火災予防の普及徹底並びに防火・防災意識の向上を図るための施策は、市の責務
である。

妥当である
理由・
改善案

保育園・幼稚園２０園１，９７４名、小学校１２校３９８名のクラブ員で構成され、市民の安全を守るた
めの活動に触れさせることは、将来における安全で安心なまちづくりの素地をつくるものと考える。

成果向上余地がない
理由・
改善案

防火・防災意識の向上並びに災害発生時に迅速かつ適切な初期行動ができるようになっている。

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野市幼年少年少女防火委員会 担当部 消防本部 担当課 予防課 担当係 指導係


